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研究成果の概要（和文）： 
日本の中央・地方政府間，および地方政府間どうしの相互依存関係を，財政的・政治的な制
度的要因が与える影響を十分に考慮しながら検証した．その結果，都道府県は中央政府から
の補助金獲得と企業誘致の 2つの競争に参加していること，都道府県知事は出向中の中央官
僚を財政再建のコミットメントデバイスとして利用していることを理論的・実証的に示した．
また，政府の水平的相互関係や，政治家の意思決定の委任のあり方についても理論的に検討
した． 

 
研究成果の概要（英文）： 
We investigated the interdependency between the Japanese central and local governments 
as well as among the local governments, taking the features of fiscal and political 
institutions into consideration. This research theoretically and empirically showed 
(i) that the prefectures take part in two types of competitions, i.e., for the central 
grants and firms, and (ii) the governors of the prefectures utilize the central 
bureaucrats on loan as commitment device for fiscal adjustment. We also theoretically 
examined the horizontal intergovernmental relations and delegations of politicians’ 
decision making. 
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１．研究開始当初の背景 
 
分権化された地方政府は独立した意思決定
主体である．その意思決定は，中央政府や他
の地方政府，地域住民，利益団体等のステイ

クホルダーの意思決定に影響を受け，また影
響を及ぼす．中央政府や他の地方政府とのあ
いだの，公共財のもたらす便益や費用の物理
的なスピルオーバーや課税標準の移動を通
じた意思決定の相互依存関係は「財政外部
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性」として特徴付けられる．上位・下位政府
との垂直的な，また同級政府との水平的な政
府間財政関係の分析は fiscal federalismと呼
ばれ，北米・欧州を中心に理論的・実証的な
研究が蓄積されてきた．これらの研究は，80
年代後半からの世界的な地方分権の流れに
沿っている．日本においても地方分権は重要
な政策課題のひとつと見なされ，注目度の上
昇と歩調を合わせるように，補助金等の税財
政的な誘因への地方政府の反応，ソフトな予
算制約，政府間競争等の多岐にわたるテーマ
について，90年代半ばからさまざまな実証研
究が進められている．しかし，北米・欧州を
中心に発展してきた理論モデルが想定して
いる地方政府と，日本の都道府県・市町村の
あいだには，期待されている役割に乖離があ
る．日本の地方行財政制度は「集権的分散モ
デル」として特徴付けられ，中央政府と地方
政府のあいだには日常的に濃密な接触があ
り，「高度な融合」と呼ばれるほどである．
また，日本の地方政府は所得再分配政策の執
行を多く委任されており，地方公共財の提供
を主たる任務とする欧米の地方政府と性格
を異にする．「集権的」モデルとされつつも，
地方政府が独自の施策を中央政府に先駆け
て導入してきたケースも見られる．このよう
な制度的特性・慣習はこれまでの実証研究に
おいては十分に織り込まれていないように
思われる． 
 
２．研究の目的 
 
日本の中央・地方政府間，および地方政府間
どうしの相互依存関係を，財政的・政治的な
制度的要因が与える影響を十分に考慮しな
がら，理論的に考察し統計的手法によって検
証する．その際，既存研究が対象としてきた
税財政的誘因に加え，政治的慣習・制度，行
動規範等の政治的要素にも着目して，個々の
政策分野について詳細に検討する． 
第 1に，中央政府と地方政府の高度な融合

のひとつの象徴である人事交流と，地方政府
間の戦略的相互依存が政策決定に与える影
響について，工業団地開発を例にとって分析
する． 
第 2に，地方政府の財政悪化・健全化がど

のように進行してきたかを明らかにする．既
存研究で分析された税財政的誘因に加え，人
事交流等の中央政府との政治的関係や慣習，
首長の再選動機にも着目して分析すること
にしたい． 
第 3に，さまざまな分野で展開されている

単独事業と呼ばれる独自の事業の採用・波及
の要因について同様の観点から分析を進め
る．政策の採用・波及のケーススタディは行
政学においても行われているが，本研究では
経済学的な数理モデルを構築するとともに，

都道府県・市町村の統計を収集して計量経済
学的な分析を行い，より精緻に，地方政府の
行動を規定する政治経済的メカニズムを検
討する．具体的には，医療費助成や就学補助
といった所得再分配政策，環境規制のように
直接的なスピルオーバーのある政策を対象
とし，財政的要因のほか，選挙制度や利益集
団のような政治的要因の影響も明らかにす
る． 
 
３．研究の方法 
 
理論的には，地方政府の首長の意思決定に
ついて，日本に特有の制度的要因を取り込み
ながら政治経済学的なゲーム理論に基づい
て検討するする．実証的には，これまで十分
に活用されてこなかった地域別資料，たとえ
ば出向官僚に関する総務省資料「国と地方公
共団体との間の人事交流状況」や『日経グロ
ーカル』（旧『日経地域情報』）のデータと，
地方政府の決算情報，首長の前職や選挙結果
の情報を利用し，理論的予測の妥当性を検証
する．地方政府のデータはパネルデータとな
るので，Arellano and Bondによって開発さ
れた GMM推定の手法を利用し，ありうる内
生性に対処する． 
 
４．研究成果 
 
主な研究成果は以下の 5点にまとめられる． 
第 1は，都道府県が行う工業団地の開発に，
中央政府と周囲の都道府県が与える効果の
検討である．工業団地の開発にはしばしば中
央政府からの補助金も充てられることから，
周囲の都道府県との企業の誘致競争に参加
している都道府県は，中央政府からの補助金
獲得競争も行っているものと考えられる．補
助金獲得への都道府県の努力水準を中央政
府からの出向官僚の受け入れで代理させて
統計的な解析を行ったところ，90年代には都
道府県はこれら 2つの競争に参加しているこ
とが示唆された． 
第 2は，都道府県の財政規律の維持に中央
政府が果たす役割についての理論的・実証的
検討である．都道府県で働く中央政府の官僚
は，中央政府とのパイプ役を果たしているが，
「外部者」として独特な役割を果たしている
かもしれない．本研究では，財政逼迫が深刻
化する 90 年代後半以降，出向官僚が首長の
コミットメントデバイスの役割を果たして
きた可能性を指摘し，現実妥当性を確認した． 
第 3は，医療費助成や妊婦健診助成につい
ての実証分析である．財政学では所得再分配
の企画・立案は中央政府の役割とされてきた
が，日本の地方政府は医療や福祉の分野で所
得再分配を目的とする単独事業をさまざま
に行ってきた．そのため，乳幼児医療費助成



や妊婦健診助成にも市町村間で違いが見ら
れる．医療費助成については助成の地域差が
通院行動や健康に影響しているかどうかを
まず検討し，通院を促進しているが健康水準
には影響しないとの結果を得た．妊婦健診助
成については市町村間の相互依存関係を分
析し，同じ都道府県内の市町村の助成状況が
正の影響を与えていることを確認した．子供
一人当たりの子育て支援費用は，高齢化率と
正の，子供人口比率とは負の相関をもち，ま
た財政力とは非線形の関係を持つことを指
摘した． 
第 4に、政府間の水平的相互依存関係につ

いて、各政府が実施する政策の外部効果が代
替的であるか、あるいは補完的であるかが、
外部効果の自発的内部化の程度に影響する
ことを示す理論分析を行った。特に政府間の
環境基準設定競争を取り上げ、環境基準を
「環境の質」という公共財への公共投入と見
なしたうえで、環境問題の種類によっては、
政策効果は補完的となり、適切な環境基準が
自発的に設定される均衡が存在することを
示した。 
第 5は，政治制度的要因が委任のあり方に

どのように影響するかを理論モデル分析に
よって明確に示したことである．委任に関す
る従来の理論モデルは，選好が異なる、ある
いは似た他者，あるいは情報優位にある他者
に，政策決定の権限を授けることの利益を示
すことに，重点を置いているものが多い．一
方，本研究の理論モデル分析は，委任に関す
る意思決定を内生化し、選挙過程を経なけれ
ばならない者が選挙過程を経る必要のない
者に政策決定を委任することによって，得を
する場合があることを示すことに重点を置
いた．本研究で開発した理論モデルを拡張し
て，今後，様々な政治体制と委任の関係性に
ついて国家間の比較分析を行うことも可能
である． 
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